
基本目標１．質の高い幼児教育・保育の総合的な提供

基本施策1-1　幼児教育・保育環境の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

保育所等の待機児童数
（４月１日現在）

０人
（Ｈ30年度）

０人 ０人 ０人 100.0% Ａ
　申請者に施設の空き情報を提供
し、待機児童の解消に努めた。

　引き続き、保護者に寄り添いなが
ら、きめ細やかな支援をしていく。

子ども育成課

保育所等の待機児童数
（３月１日現在）

７６人
（Ｈ30年度）

６０人 ２７人 ２６人 97.0% Ｂ

　申請者に施設の空き情報を提供し
たほか、申請者の多い施設に対して
受入拡大のお願いをするなどして、
待機児童の解消に努めた。

　同上 子ども育成課

基本施策1-2　幼児教育・保育の質の向上
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

教育・保育施設等で実
施する園内研修に対す
る訪問指導率

０％
（Ｈ30年度）

9.6% 25.2% 100.0% 25.0% Ｄ

　31施設に対し、訪問指導を行った
が、訪問指導に対する周知が不足し
ていたこともあり、施設からの申込
みが低調であった。

　指導監査等の機会を捉えて訪問指
導について周知するなど、積極的に
活用してもらえるようにしていく。

施設指導室

基本施策1-3　多様な保育ニーズへの対応
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

延長保育実施施設の割
合

73.2%
（Ｈ30年度）

74.2% 75.5% 80.0% 94.4% Ｂ
　認定こども園１施設、小規模・事
業所内２施設が新設し、新設施設全
てが延長保育を実施した。

　延長保育事業を実施した場合の助
成を引き続き周知する。

子ども育成課

病児保育実施施設数
11施設

（Ｈ30年度）
11施設 11施設 14施設 78.5% Ｃ

　病児対応型２施設、病後児対応型
３施設、体調不良児対応型６施設に
おいて、病児保育事業を実施した。

　利用ニーズに応じた施設への働き
かけや実施施設の周知等を行う。

子ども育成課

休日保育実施施設数
11施設

（Ｈ30年度）
11施設 11施設 12施設 91.7% Ｂ

　休日保育実施施設の実施状況をよ
り詳細に周知するため、各施設に照
会をかけ秋田市ホームページ上で情
報を公開した。

　令和３年度において、新たに2施設
休日保育の実施が始まっており、利
用ニーズに応じた施設への働きかけ
や実施施設の周知等を行う。
R3新規施設：はねかわ保育所（日曜
のみ）、ナーサリー小鳥の木（R3.4
月新設)

子ども育成課

第３次秋田市子ども・子育て未来プラン進捗状況（基本施策・指標）

【様式１－１】
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基本目標２．地域における子ども・子育て支援の充実

基本施策2-1　地域における子育て支援の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

地域子育て支援拠点施
設（９箇所）の延べ利用
人数（子どもの年間利用
者人数）

86,534人
（Ｈ30年度）

71,807人 42,932人 100,000人 42.9% Ｄ

　新型コロナウイルス感染症対策と
して、イベント参加人数を制限しな
がら開催したことで、利用者は減少
した。

　引き続き新型コロナウイルス感染
症対策を行いながら、参加者のニー
ズに応えた内容の充実に努めると共
に、イベントの周知をしていく必要
がある。

子ども未来セン
ター

ファミリー・サポート・セン
ター利用会員一人に対
する協力会員数
（実働人数ベース：協力会員
数／利用会員数）

0.34人
（Ｈ30年度）

0.36人 0.35人 0.40人 87.5% Ｂ

　利用会員、協力会員共に登録会員
数が減少傾向にある。主な要因とし
ては、児童数の減少および新型コロ
ナウイルス感染症の発生が考えられ
る。

　センター、利用会員、協力会員が
一体となって新型コロナウイルス感
染防止に取り組み、安心して活動で
きる環境づくりに努める必要があ
る。

子ども未来セン
ター

子育てサポートクーポン
券交付率

79.0%
（Ｈ30年度）

78.2% 74.7% 85.0% 87.8% Ｃ

　在宅で就学前の子どもを育てる世
帯に交付する「子育てサポートクー
ポン券」を６枚増やし、２２枚綴り
とした。また、一時保育の利用など
５種類あった利用新型コロナウイル
ス感染症の影響で外出する機会が減
り、利用プランに偏りがみられた。

　利用プランにばらつきがあること
から、利用率が著しく低いプランに
ついては見直しを行う。イベント、
SNS等を活用しながら更なる事業周知
をしていく必要がある。

子ども未来セン
ター

多子世帯サポートクーポ
ン券交付率

38.3%
（Ｈ30年度）

59.8% 50.7% 85.0% 59.6% Ｃ
　新型コロナウイルス感染症の影響
で外出する機会が減り、利用プラン
に偏りがみられた。

　同上
子ども未来セン

ター

基本施策2-2　放課後児童対策の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

放課後児童クラブ待機
児童数
（５月１日現在）

１１人
（Ｈ30年度）

９人 ２０人 ０人 △81.8% Ｄ

　令和元年度より２クラブ増の49ク
ラブに運営を委託しているが、従来
から待機児童が生じている学区に加
えて、新たな学区も生じた。

　待機児童の解消に向けて、各種法
人に施設整備の補助事業を周知し、
新設等の働き掛けを行う。

子ども育成課

事業アンケートによる満
足度
（児童クラブ）

95.1%
（Ｈ30年度）

98.3% 97.0% 100% 97.0% Ｂ 　保護者から高い評価を得ている。
　引き続き質の高い保育サービスが
提供されるよう努める。

子ども育成課

事業アンケートによる満
足度
（児童館等）

88.1%
（Ｈ30年度）

90.7% 98.4% 100% 98.4% Ｂ 　保護者から高い評価を得ている。

　引き続き安全・安心な居場所を提
供するとともに、多様な体験・学
習・交流の機会を提供するよう努め
る。

子ども育成課

放課後児童クラブにおけ
る定員数（５月１日現在）

1,916人
（Ｈ30年度）

2,126人 2,175人 2,547人 85.4% Ｂ
　令和元年度より２クラブ増の49ク
ラブに運営を委託している。

　未設置学区および待機児童の解消
に向けて、各種法人に施設整備の補
助事業を周知し、新設等の働き掛け
を行う。

子ども育成課

障がい児等の特別な配
慮を要する児童の受入
れクラブ数の割合

42.6
（Ｈ30年度）

40.4% 38.8% 60.0% 64.7% Ｃ

　令和元年度に引き続き19クラブが
障がい児等の受入れ体制を整備して
いたが、委託クラブ数が増加した
分、割合が減少した。

　障がい児等の受入れ体制を整備し
た場合の助成を引き続き周知する。

子ども育成課



基本目標３．妊娠・出産期からの切れ目のない支援

基本施策3-1　妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

ネウボラでの妊婦初回
面接率

62.3%
（Ｈ30年度）

62.1% 63.2% 75.5% 83.7% Ｂ

　ネウボラ以外の妊娠届出窓口や医
療機関において、チラシ等により個
別にネウボラへの来所を促した。ま
た、子ども健康課事業での面接や土
曜日にネウボラ窓口を開設すること
により、面接率向上を図った。

　ネウボラへの妊婦来所が少ない産
婦人科医療機関への周知を強化す
る。

子ども健康課

乳児家庭全戸訪問の訪
問実施率

94.0%
（Ｈ30年度）

94.3% 85.8% 100% 85.8% Ｂ

　利用者支援事業（母子保健型）と
連携し、妊娠届出時等に全妊婦へ
リーフレットを配布し事業ＰＲを
行った。

　新型コロナウイルスの影響によ
り、訪問実施が制限される可能性が
ある。支援が必要な対象者へは、訪
問や個別相談等により引き続き対応
する。

子ども健康課

乳幼児健康診査受診率
97.6%

（Ｈ30年度）
97.2% 94.3% 100% 94.3% Ｂ

　新型コロナウイルスの感染拡大防
止のため、従来集団方式だった幼児
健診を個別医療機関方式に変更して
実施した。健診未受診者に対して、
電話等により受診勧奨等を行った。

　健診の必要性を周知するととも
に、未受診者に対して受診勧奨を行
う。

子ども健康課

予防接種接種率
麻しん風しん第２期

97.7%
（Ｈ30年度）

96.2% 97.5% 100% 97.5% Ｂ

　保護者宛の個別通知や広報あきた
等ほか、保育施設へのリーフレット
掲示依頼や就学時健診時でのお知ら
せ配布などにより接種勧奨を行っ
た。

　対象者や未接種者への接種勧奨通
知を引き続き実施し、接種率の向上
を図っていきたい。

健康管理課

基本施策3-2　食育の推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

１日１回はみんなで食事
をする割合

96.8%
（Ｈ30年度）

99.4% 98.7% 99.0% 99.7% Ｂ
　各種教室や地域の健康教育、ホー
ムページ等により情報発信を行っ
た。

　各種教室や地域の健康教育、ホー
ムページ等により情報発信する。

子ども健康課

離乳食教室や幼児食教
室参加者の「食事や栄
養に関する不安や心配
事が解消された人の割
合」

86.4%
（Ｈ30年度）

95.5% 95.5% 100% 95.5% Ｂ
　試食等は中止し講話にて情報提供
を行い、個別に相談対応した。

　講話等による情報提供を行い、必
要時個別に相談対応する。

子ども健康課

基本施策3-3　小児医療への支援
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

未熟児養育医療受給者
に対する訪問実施率

96.6%
（Ｈ30年度）

94.5% 93.1% 100% 93.1% Ｂ
　退院後早期に訪問指導を行い、必
要な支援や情報提供を行った。

　訪問未実施者へは電話支援を行
う。

子ども健康課

小児慢性特定疾病自立
支援事業参加者の満足
度

100%
（Ｈ30年度）

81.8% － 100% － －
　新型コロナウイルスの感染拡大防
止のため、交流・相談会を中止し
た。

　対象者のニーズに合うような実施
内容を検討する。

子ども健康課
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基本目標４．次代を担う子ども・若者の育成支援の充実

基本施策4-1　子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

「自分は、将来の夢や目
標をもっている。」と思う
児童生徒の割合
（対象：小学生）

89.7%
（Ｈ30年度）

88.8% － 93.0% 95.5% －

　自分を見つめ、自らの生き方を考
え、人の役に立つことの喜びや働く
ことの大切さを実感できる学習活動
の充実に努めるとともに、発達の段
階を踏まえたきめ細かな指導を行っ
た。

　地域や家庭と連携を図りながら、
自己と他者、社会とのつながりを実
感する啓発的な体験活動の充実に努
める。 学校教育課

「自分は、将来の夢や目
標をもっている。」と思う
児童生徒の割合
（対象：中学生）

79.7%
（Ｈ30年度）

76.8% － 85.0% 90.4% － 　同上 　同上 学校教育課

「人の役に立つ人間にな
りたい。」と思う児童生徒
の割合
（対象：小学生）

97.2%
（Ｈ30年度）

97.2% － 98.0% 99.2% － 　同上 　同上 学校教育課

「人の役に立つ人間にな
りたい。」と思う児童生徒
の割合
（対象：中学生）

97.2%
（Ｈ30年度）

95.9% － 98.0% 97.9% － 　同上 　同上 学校教育課

「自分には、よいところが
ある」と思う児童生徒の
割合
（対象：小学生）

89.7%
（Ｈ30年度）

87.2% － 90.0% 96.9% － 　同上 　同上 学校教育課

「自分には、よいところが
ある」と思う児童生徒の
割合
（対象：中学生）

85.6%
（Ｈ30年度）

81.7% － 90.0% 90.8% － 　同上 　同上 学校教育課

基本施策4-2　家庭や地域の教育力の向上
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

「学校と家庭が協力し合う
機会の充実」について、
「十分成果を上げている」
と回答した学校の割合
（対象：小学校）

22.0%
（Ｈ30年度）

29.3% 7.3% 30.0% 24.4% Ｄ

　各校の特色や地域性を生かした
「絆づくり教育プラン」を作成し、
保護者や地域の方々の理解と協力を
得ながら、学校と家庭・地域との絆
づくりを推進した。

　「絆づくり教育プラン」の充実を
図るとともに、学校と家庭、地域が
一体となって教育活動を推進できる
よう、学校運営協議会制度の効果的
な運用を支援する。

生涯学習室
（学校教育課）

「学校と家庭が協力し合う
機会の充実」について、
「十分成果を上げている」
と回答した学校の割合
（対象：中学校）

13.0%
（Ｈ30年度）

13.0% 13.0% 30.0% 43.4% Ｄ 　同上 　同上
生涯学習室
（学校教育課）

「学校と地域がつながりを
深める機会の充実」につ
いて、「十分成果を上げて
いる」と回答した学校の割
合
（対象：小学校）

36.6%
（Ｈ30年度）

43.9% 17.1% 40.0% 42.8% Ｄ 　同上 　同上
生涯学習室
（学校教育課）

「学校と地域がつながりを
深める機会の充実」につ
いて、「十分成果を上げて
いる」と回答した学校の割
合
（対象：中学校）

36.6%
（Ｈ30年度）

30.4% 17.4% 40.0% 43.5% Ｄ 　同上 　同上
生涯学習室
（学校教育課）



基本施策4-3　青少年健全育成活動の推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

街頭巡回声かけ・話しか
け人数

13,650人
（Ｈ30年度）

12,901人 9,145人 14,784人 61.9% Ｃ

　新型コロナ感染症の発生にともな
い、巡回活動を一時休止するととも
に、巡回を行う予定であった竿燈ま
つり等の各種イベントが全て中止と
なった。

　市内における新型コロナウイルス
感染症の発生状況を勘案しつつ、巡
回活動を行っていく。

少年指導セン
ター

基本施策4-4　次代を担う若者の育成支援
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

高校生の県内就職率
（ハローワーク秋田管
内）

72.4%
（Ｈ30年度）

72.4% 77.3% 74.4% 103.9% Ａ
　高校生就職支援講座を開催し、地
元就職の促進に努めた。

　引き続き、高校生就職支援講座を
開催する。

企業立地雇用
課

5



6

基本目標５　ワーク・ライフ・バランスの推進

基本施策5-1　ワーク・ライフ・バランスの推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

元気な子どものまちづく
り認定企業数

累計165社
（Ｈ30年度）

215社 241社 累計400社 60.2% Ｃ

　市内企業や事業所に対して、広
報、電話、郵送などにより事業案内
や申請勧奨を実施し、事業周知と
ワーク・ライフ・バランス推進の普
及を図った。

　認定数が減少しており、周知対象
を拡げるなどして、新たな企業の掘
り起こしが必要である。
　令和３年度中に認定期限が切れる
企業について、更新手続を勧奨す
る。

子ども総務課

なでしこ秋田・働く女性
応援事業助成企業数

累計34社
（Ｈ30年度）

40社 60社 累計80社 75.0% Ｃ
　女性の働きやすい職場づくりや仕
事と子育ての両立支援に取り組む企
業の職場環境の整備を補助した。

　引き続き、なでしこ環境整備補助
金を通じ、女性活躍の推進と子育て
にやさしい職場環境の整備を企業に
働きかけていく。

企業立地雇用
課

基本目標６　安全・安心な生活環境の整備

基本施策6-1　子どもの安全確保
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

子どもの交通事故死傷
者数（中学生以下）

37人
（死亡０）
（Ｈ30年）

28人 29人
30未満

（死亡０）
103.4% Ａ

　子どもを交通事故から守るため、
幼稚園等を対象とした交通安全教室
を実施したほか、季別毎の交通安全
運動期間中などに、交通安全に関す
る広報・啓発活動を実施した。

　子どもを交通事故から守るため、
幼稚園等を対象とした交通安全教室
を実施するほか、季別毎の交通安全
運動期間中などに、交通安全に関す
る広報・啓発活動を実施する。ま
た、長期休暇（夏休み）中に学童保
育に通う児童に対し、交通安全啓
発・広報活動を実施する。

交通政策課

基本施策6-2　子育てを支援する生活環境の整備
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

都市公園のバリアフリー
化率

66.5%
（Ｈ30年度）

68.4%
(141公園／
206公園）

70.2%
(153公園／
218公園）

75.7% 92.7% Ｂ

　広面小沼街区公園ほか３公園につ
いて、園路等の改修を行い、バリア
フリー化を実施した。

　現在活用している国の交付金事業
（都市公園安全・安心対策緊急総合
支援事業）は、事業期間が令和７年
度まで延長されたものの時限措置で
あることから、計画的な公園の再整
備を進めるため、新たな財源を検討
する必要がある。令和３年度は、桜
第二街区公園ほか２公園について、
園路等の改修を行い、バリアフリー
化を実施する。

公園課

子育てにやさしい施設の
認定数

累計173施設
（Ｈ30年度）

185施設 185施設 累計250施設 74.0% Ｃ

　「秋田市元気な子どものまちづく
り企業認定・表彰制度」の認定基準
の一項目とし、市内企業を中心にや
さしい施設の周知を行った。また、
利用者向けのリーフレットを配布
し、子育て家庭に対する普及を図っ
た。

　子育てにやさしい施設自体が認知
されていない場合もあるため、広報
やすこやかあきたなど、機会を捉え
て周知を図る。

子ども総務課



基本目標７．子どもと家庭へのきめ細かな支援

基本施策7-1　児童虐待防止対策の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

児童虐待により、死亡ま
たは重大な後遺症を残
す事例の発生件数

０件
（Ｈ30年度）

０件 ０件 ０件 100.0% Ａ

　要保護児童対策地域協議会を活用
しながら、子ども家庭支援拠点を運
営し、児童虐待の未然防止および早
期発見、早期対応に努めた。

　引き続き、関係機関との連携のも
と、児童虐待の未然防止、早期発
見・早期対応に努める。

子ども未来セン
ター

基本施策7-2　ひとり親家庭の自立支援の推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

児童扶養手当受給者に
占める就業者の割合

86.3%
（Ｈ30年度）

84.2% 89.0% 90.0% 98.4% Ｂ
　ハローワークと協定を結び支援を
行った。

　引き続き、ハローワークと連携し
支援を行っていく。

子ども総務課

基本施策7-3　障がい児等に対する支援の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

児童発達支援の利用実
人数

147人
（Ｈ30年度）

255人 291人
180人

（※令和２年
度）

161.6% Ａ
　早期発見・早期療育の観点などか
ら、利用者の増加傾向が続いてい
る。

　引き続き、適正な支給決定を行っ
ていく。

障がい福祉課

放課後等デイサービス
の利用実人数

322人
（Ｈ30年度）

442人 534人
383人

（※令和２年
度）

139.4% Ａ

　児童発達支援の利用者が就学によ
り移行しているほか、保護者への周
知が進み、利用者の増加傾向が続い
ている。

　引き続き、適正な支給決定を行っ
ていく。

障がい福祉課

障がい児の受入れ施設
数
（私立認可保育園および
認定こども園）

38施設
（Ｈ30年度）

38施設 43施設 50施設 86.0% Ｂ 　障がい児受入施設数が増加した。
　引き続き、障がい児保育の充実を
図る。

子ども育成課

※「第１期秋田市障がい児福祉計画」（平成30年度から令和２年度まで）に基づく目標値。

基本施策7-4　子育てに係る経済的支援の充実

指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ１年度） 現状値（Ｒ２年度）目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和２年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

３歳未満の保育料無償
化割合

21.8%
（Ｈ30年度）

50% 61% 70.0% 87.0% Ｂ
　令和２年度では、4,190人中2,555
人が保育料無償化となった。

　引き続き、適正に助成を行う。 子ども育成課

子育てで出費がかさむ
ことに悩む人の割合
（①就学前児童の保護
者　②小学校児童の保
護者）

①42.4%
②55.6%

（Ｈ30年度）
－ － ①②35％未満 － －

※指標に係るニーズ調査は、令和５
年度に実施予定

　副食費について、県制度を活用し
た助成を開始したほか、子どもの医
療費助成について、令和２年８月分
から制度拡充（未就学児の所得制限
撤廃と小学生の所得基準額を拡大）
を実施し、子育てに係る経済的支援
の充実に取り組んだ。

　第１子保育料無償化事業を始めと
した保育料助成や副食費助成、子ど
もの医療費助成などを継続実施する
とともに、令和３年度は、新型コロ
ナウイルス感染症対策関連として、
子育て世帯の生活を支援する「子ど
も応援給付金」を支給し、子育てに
係る経済的負担の軽減に取り組んで
いく。

子ども総務課
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